
 

『Ｒ５年度税制改正資産税（２） 生前贈与の相続加算期間延長等』 
 

 暦年課税でも資産移転の時期に対する中立性を高める観点から、相続開始前の暦年課税贈与にお

ける、相続財産に加算する生前贈与の期間が７年へと延長される。延長した４年間に受けた贈与につい

ては、過去に受けた贈与の記録や管理の事務負担を軽減するため、計１００万円までは加算しない。令

和６年１月１以後の贈与から適用。加算期間は令和９年１月以後に順次延長され、７年となるのは令和１

３年１月以後。 

 贈与税の非課税措置は、格差の固定化防止等に留意し、節税的な利用につながらないよう所要の見

直しを行う。１）教育資金の一括贈与に係る贈与税 〇贈与者死亡時の贈与

資金の残額に課される相続税について受贈者が２３歳未満である場合等で

も、課税価格が５億円を超えるときは課税対象となる 〇受贈者が３０歳に達

した場合等に資金管理契約が終了した時に残額に課される贈与税の計算

で、受贈者の年齢によらず一般税率を適用する。２）結婚・子育て資金の一

括贈与に係る贈与税 受贈者が５０歳に達した場合等に資金管理契約が終

了した時に残額に課される贈与税の計算で、一般税率を適用する。１）２）の

改正は令和５年４月１日以後に取得する信託受益権等に係る相続税、贈与

税に適用され、１）で３年間、２）で２年間延長される。 
 

『過去最多の外国人労働者 コロナ水際対策緩和で増加傾向』 
 

 厚生労働省の発表によると、令和４年１０月末現在における外国人労働者は約１８２万人となったこと

が明らかとなった。外国人の雇用にあたっては、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定

及び職業生活の充実等に関する法律に基づき、外国人労働者の雇用管理の改善や再就職支援など

を目的とし、すべての事業主に、外国人の雇入れ・離職時に氏名、在留資格、在留期間などを確認し、

ハローワークへ届け出ることを義務付けている。届出の対象は、特別永住者、在留資格「外交」・「公用」

の者を除くすべての外国人労働者で、今回公表された数値は令和４年１０月末時点で事業主から提出

のあった届出件数で、届け出が義務付けられて以降、最多となった。 

 少子高齢化に伴う我が国の労働力不足により、外国人労働者

については、今後も増加することが予想されている。外国人雇

用に不慣れな企業においては、雇用契約に当たっての労働条

件を正しく理解してもらえず、労使間トラブルになることも少なく

ない。すでに外国人労働者を雇用している企業も今後雇用す

る予定がある企業においても、厚生労働省のホームページで

公開されている各種言語の労働条件通知書の雛形を参考にし

てみるのもいいだろう。 
                            

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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